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第１章 公共施設マネジメントを進める背景 

１．豊川市の公共施設の現状と課題 

（１）公共施設マネジメント＊に関する社会情勢 

我が国においては、公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっています。地方公共団体

においては、厳しい財政状況が続く中で、今後、人口減少等により公共施設等の利用需要が

変化していくことが予想されることを踏まえ、早急に公共施設等の全体の状況を把握し、長

期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化＊などを計画的に行うことにより、財政負担

を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが必要となっていま

す。 

このため、2014 年 4 月、総務省から公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するた

め、「公共施設等総合管理計画＊」の策定に取り組む要請が出されました。 

本要請を受け、「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」をもとに、豊川市 

では、合併後の公共建築物は 300施設以上に上り、そのうち半数以上が建築後 30年以上経 

過し機能が重複する施設が多いことなど、人口規模に応じた施設保有量の見直しの必要性か

ら、公共施設の全体状況等の把握を行い、2016年に「豊川市公共施設等総合管理計画（以下

「総合管理計画」とする。）」を策定し、中長期的な視点での施設の更新・統廃合・長寿命

化等を計画的に実施する方針を掲げています。 

また、2015年 9月、国連サミットにおいて「持続可能な開発目標（SDGs＊）」が採択されま

した。2030年を年限とする国際目標として、17のゴール・169のターゲット、232の指標か

ら構成されていますが、豊川市の公共施設マネジメントでは、「ゴール 11 住み続けられる

まちづくりを」に関わるものとなります。 
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（２）現状 

① 施設の保有状況 

本市が保有している施設(建物)には、市役所や支所のように市の事務所として使用され

ているものや、学校や保育園、体育館、文化会館、地区市民館、図書館等広く市民に利用さ

れている施設があります。また、コミュニティセンター国府市民館、福祉相談センター、児

童クラブ室等いくつかの施設が一つの建物にあるものもあります。 

総合管理計画（2022年 3月改訂版）より公共建築物の保全計画対象施設は下の表のとお

りです。施設分類別の面積割合では、学校教育施設が最も多く、全公共施設のうち 48.6％

を占めています。以下、公営住宅施設が 17.1％と多くなっています。 

 

図表 施設類型別の対象施設（公共建築物-保全計画対象） 

施設類型 
施設面積 施設名称等 

大分類 中分類 小分類 

公共建築物 

(保全計画対象) 

庁舎 庁舎 23,367 ㎡ 本庁舎等 

文化施設 文化施設 22,401 ㎡ 文化会館等 

保健・福祉施設 

保健施設 5,345 ㎡ 保健センター等 

高齢者福祉施設 13,133 ㎡ ふれあいセンター等 

障害者福祉施設 497 ㎡ 障害者生活介護施設等 

その他福祉施設 3,667 ㎡ 地域福祉センター等 

児童福祉施設 児童福祉施設 6,071 ㎡ 児童館、交通児童遊園等 

保育園  保育園 21,473 ㎡ 保育園 24 園 

観光施設 観光施設 3,761 ㎡ ふれあい交流館等 

地区市民館等 地区市民館等 13,805 ㎡ 地区市民館等 30 施設 

公営住宅施設 公営住宅施設 78,532 ㎡ 公営住宅 22施設 

消防・防災施設 
消防施設 5,364 ㎡ 消防署本署、分署、出張所 

防災施設 1,206 ㎡ 防災センター 

学校教育施設 学校施設 223,090 ㎡ 小学校 26 校、中学校 10 校 

生涯学習施設 生涯学習施設 17,110 ㎡ 中央図書館等 12 施設 

体育施設 体育施設(有人施設) 20,260 ㎡ 

総合体育館、武道館、一宮体育センター、農業者トレ

ーニングセンター、御津体育館、小坂井 B＆G 海洋セ

ンター等 
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② 施設建築数の推移 

本市が保有する保全計画対象施設は、学校教育施設や公営住宅施設で 6割以上を占め

ており、2022年 4 月 1日時点で、延床面積約 45 万 9 千㎡を保有し、その多くは第二次

高度経済成長期後半から昭和 50 年代後半にかけて建築された建物です。多くの自治体

は高度経済成長の急激な人口増加を背景に拡大する行政需要に対応するため、さまざま

な公共施設を整備してきました。本市も学校、保育園、地区市民館、高齢者福祉施設等、

その時代の行政需要に対応してきましたが、これらの建物は、2022年 4月 1日時点、約

79％の施設が築 30年以上経過し、10年後の 2032年時点には約 93％が築 30年以上経過

することになり、老朽化が著しく進行しています。 

 

図表 年度別延床面積、累計延床面積(2022年 4月 1日時点) 

 

 

 

 

（３）課題 

① 人口減少・少子高齢化への対応 

本市の人口は、豊川市人口ビジョンを基にした総合管理計画における人口見通しによる

と、2025 年には 179,922 人に減少し、65 歳以上の人口割合が約 28％となり、2040 年には

人口が 17 万人を割り、65 歳以上の人口割合が約 33％に上昇し、本格的な人口減少・少子

高齢化を迎えることが想定されます。 

こうした状況から、今後、施設利用者の総数自体の減少による余剰施設（空きスペース）

の発生が懸念されるとともに、未利用・低稼働の施設が増加するものと見られます。今後、

多くの類似施設を保有しながら適正な維持管理を継続することは、厳しい財政状況や市民

1人あたりの施設維持費負担の増大等から相当困難になると予想されます。 
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② 厳しい財政状況への対応 

本市の財政状況において、2022年度決算＊における道路・橋梁等のインフラ＊を含めた公

共施設の整備にかかる普通建設事業費は 106.7 億円であり、1995 年度ピーク時(167.2 億

円)の約 63.8％まで縮小しています。一方、社会保障関係経費である扶助費は 181.1億円で

あり、2001年度から 21年間で約 3.8倍まで増加し、今後も増加していくものと予想されま

す。 

今後も、公共施設の整備に多くの予算を振り分けることは困難であり、生産年齢人口の

減少がますます進むことにより、税負担力が低下し、より一層の公共施設の維持更新経費

に充てられる財源の不足も想定されます。 

このことから、できる限り経費の縮減を図り、適切な施設の維持管理を行うことが重要

となります。 

 

③ 施設老朽化への対応 

本市が保有する公共施設は、第二次高度経済成長期後半から昭和 50年代後半にかけて建

築された建物が多く、こうした建物は老朽化が著しく進行しています。 

今後、建替や大規模改修等に多額の維持更新経費が必要になることに加え、一斉に耐用

年数を超えて設備投資を集中的に行わなければならない時期を迎えることが危惧されます。 

このような状況のもと、今後の多額の維持更新経費に対応するためには、住民にとって

必要な施設で、行政が供給しなければならない施設であるかを見極めて、適正配置を進め

るとともに、維持更新経費の平準化を図る等、適切な設備投資を行っていくことが課題と

なります。 
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２．公共施設マネジメントの必要性 

公共施設を取り巻く課題から、将来にわたり公共施設の適切な維持保全を図るため、持

続可能な公共施設マネジメントを行う必要があります。 

総合管理計画で保全計画対象としている公共建築物については、2015年 4月 1日時点で

205施設、延床面積約 46万 7千㎡となっており、学校教育施設や公営住宅施設が多くを占

めています。また、事後保全＊による管理を行った場合、2022年(令和 4年)から 2065年(令

和 47年)までの 44年間における建物の更新等にかかる費用は、総額 2,107億円、平均する

と 1年間に 47億 9千万円の維持更新費用が必要となると試算されています。これは、現状

の公共施設にかかる維持更新費用（2010 年度から 2014 年度の平均値：19 億 9 千万円）の

約 2.4倍となり、毎年 28億円の財源が不足する結果となります。 

内訳では、日常修繕にかかる経費は、44年間の総額で約 470億円、1年平均は 10億 6千

万円、更新にかかる経費は、44年間の総額で 1,638億円、1年平均は 37億 2千万円となる

試算結果となります。したがって、現在と同じ施設数を今後も維持していくことは、現実的

に不可能な状況であることがわかります。 

 

図表 公共建築物の更新投資等試算（事後保全） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：豊川市公共施設等総合管理計画（2022年 3 月改訂版） 

現状の公共施設をこのまま維持し、また人口（2020 年：183,908 人）が将来的に維持さ

れたと仮定した場合、市民 1 人あたりの負担額（維持更新費用）が 1.1 万円から 2.6 万円

と年間 1.5 万円（2.4 倍）も増えることになります。また、現状の維持更新費用（19.9 億

円）では現状の公共施設を維持することは不可能です。 

2025年 4月 1日時点、本市が保有する公共建築物（保全計画対象）は 186施設、延床面

積約 45万 6千㎡であり、10年間で約 1万 1千㎡の面積縮減を達成しています。 

今後も、さらなる「公共施設マネジメント」を行い、今ある資源・資産を最大限に有効活

用するとともに、実現可能な公共施設の保有総量の見直しを行い、行政サービスの維持・向

上を図る必要があります。 

1 年あたりの維持更新費用 

約 47.9 億円／年 

日常修繕費： 46,962 百万円 

更新費：    163,750 百万円 

撤去費：         0 百万円 

費用合計：  210,712 百万円 現状の維持更新費用 

約 19.9 億円／年 
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第２章 公共施設適正配置の目標値、基本方針及び目指

す将来像 

１．豊川市における公共施設マネジメントへの取組 

（１）各種計画の位置付け 

本市では、2012 年に「豊川市公共施設白書」を策定し、そこから見えてくる課題や公共

施設の利用状況等の分析及び住民アンケート調査から、施設評価を実施し、公共施設全体

の適正配置に向けた目標等を定めた基本方針「公共施設の削減目標及び用途別における施

設の方向性」を 2013年に策定しました。 

その後、「公共施設の削減目標及び用途別における施設の方向性」の方針に基づき、2015

年には、老朽化施設の統廃合、機能や利用圏域の重複する施設の多機能化＊・複合化等への

実施プランとなる「豊川市公共施設適正配置計画（以下「適正配置計画」とする。）」を策定

し、2016年には総合管理計画及び「豊川市公共施設中長期保全計画＊（以下「中長期保全計

画」とする。）」を策定し、公共施設全体の管理方針や長寿命化対象施設の考え方を示してい

ます。 

2020年には適正配置計画の改訂から 5年経過したことを受け、総合管理計画・中長期保

全計画の内容、事業進捗を踏まえた修正のほか、状況にあわせたモデルエリアの追加等、見

直しを行いました。 

2015 年に策定した適正配置計画（計画期間 50 年）の第 1 期（10 年間）の取組実績や評

価等を踏まえ、基本方針の見直しや、第 2期の 10年間において、施設用途毎に設定した重

点取組や、モデルエリアで取り組むリーディング事業等の見直しを行うため、「第 2期豊川

市公共施設適正配置計画」を策定します。 
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図表 公共施設マネジメントへの取組 

 

豊川市公共施設適正配置計画

改訂版 

（2020 年 6 月） 

豊川市公共施設適正配置計画

第２期 

（2025 年 6 月） 

  

豊川市公共施設中長期保全計画 

改訂版 

（2022 年 3 月） 

豊川市公共施設中期保全計画 

(2016 年 8 月) 

豊川市公共施設等総合管理計画 

(2016 年 8 月) 

豊川市公共施設適正配置計画 

(2015 年 6 月) 

豊川市公共施設の削減目標及び

用途別における施設の方向性 

(2014 年 3 月) 

豊川公共施設白書 

(2013 年 3 月) 

ファシリティマネジメント＊ 

推進基本方針 

(2012 年 3 月) 

・適正配置計画に定める計画の見直し 

⇒事業の進捗に合わせた計画の更新を図る 

⇒分野横断的な取組を追加し、計画の更なる推進を図る 

・適正配置計画に定める計画の見直し 

⇒公共施設等総合管理計画等の関連する計画との連携による見直しと、事業の進捗に併せ

た計画の更新を図る 

⇒新たな重点用途とモデルエリアを加え、計画の更なる推進を図る 

・本市の財政及び人口等の現状及び将来の見込みを踏まえ、平成 30 年 2 月に改訂された総務

省の「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」に沿って改訂 

・公共施設マネジメントに関連する状況等の変化や施設類型ごとに策定された個別施設計画
＊を踏まえた 

・豊川市公共施設等総合管理計画に併せ、本市の現状及び将来の見込みを踏まえて時点更新 

・長寿命化対象施設の考え方 ⇒計画期間：15 年 

・改修内容及び LCC の試算 

・関連事業「公共施設構造体＊耐久調査・公共施設劣化状況調査」 

・公共施設等の現況及び将来の見通し 

・施設全体の管理方針 ⇒計画期間：50 年間 

・施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 ⇒計画期間：10 年間 

・今後の計画の推進に向けて 

・将来像及び適正配置計画共通方針の設定 ⇒計画期間：10 年間 

⇒6 つのリーディング事業の設定 

⇒3 つの重点用途「庁舎、コミュニティ施設、学校」と 3 つのモデルエリア「小坂井エリ

ア、音羽エリア、御津エリア」 

・全庁的な施設の長寿命化及び適正化の目標設定 

公共施設削減目標の設定 ⇒計画期間：50 年間 

今後 50年間の一般施設の年平均トータルコスト＊の削減目標 43％、保有面積の削減目標 30％ 

公共施設適正配置計画基本方針 

(1)保有総量の縮小 (2)計画的な維持保全による長寿命化等 

豊川市公共施設総合管理計画 

改訂版 

（2022 年 3 月） 

・白書の対象とする公共施設の抽出と現況調査の実施(対象 206 施設) 

    公共施設白書 

    ・施設用途別の現況 

    ・ライフサイクルコスト＊のシミュレーションの提示 

・施設の基本情報の収集(全 539 施設) 築年数、構造等 

・政策研究グループ 

・「地球温暖化対策計画」（令和 3 年 10 月 22 日閣議決定）、「豊川市環境基本計画 2020」（令

和 2 年 3 月）を踏まえ、脱炭素社会の実現に向け策定された「第 3 次豊川市役所地球温暖

化対策実行計画【豊川市公共施設環境率先行動計画】（令和 3 年 3 月）に基づき、総合管理

計画第 3 章 3（2）市全体の基本方針【公共建築物】に「脱炭素化の推進方針」を追補 

豊川市公共施設総合管理計画 

追補版 

（2022 年 4 月） 
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２．公共施設の縮減目標 

公共施設の維持・更新費用を今後も維持した場合は、更新できる保有面積が約 18万 7千

㎡（約 1.0㎡/人）まで減少し、約 28万㎡の施設が維持できなくなり、現状の施設の約 60％

の施設を減らさなければいけないことになります。 

総合管理計画での公共施設の更新費用の試算結果等を踏まえ、適正配置計画での再編整

備等に向け、以下の目標値を定めます。 

 

（１）目標の対象施設 

公共施設の縮減目標の対象とする施設は、総合管理計画で保全計画対象としている公共

建築物（保全計画対象施設）のうち 2025年 4月 1日時点で廃止や対象外となった施設を除

いた 186施設とし、公共建築物（保全計画対象外施設）、プラント系施設、インフラ系施設

については、第 1期に引き続き、縮減目標値は設定せず、公共建築物（保全計画対象施設）

と同様に、各施設所管課において公共施設マネジメントに取り組むものとしています。 

 

図表 縮減目標の対象とする施設 
大分類   中分類  縮減目標対象施設 

庁舎 
  

本庁舎等 
 本庁舎、北庁舎・分庁舎・一宮庁舎、音羽庁舎、御津庁舎、 

小坂井庁舎（こざかい葵風館）     
  

    
 

 

文化施設 
  

文化会館等 
 文化会館、桜ヶ丘ミュージアム、勤労福祉会館、音羽文化ホール、御津文化会館、

小坂井文化会館     
  

    
 

 

保健・福祉施設 
  

保健施設 
 保健センター、保健福祉センター（健康センター）、音羽福祉保健センター（保健セ

ンター）、御津福祉保健センター（保健センター）     
  

     
 

 
    

高齢者福祉施設 

 高齢者交流施設、ふれあいセンター、福祉相談センター、健康福祉センター（福祉

センター）、音羽福祉保健センター（高齢者生きがい活動センター）、御津福祉保健

センター（高齢者生きがい活動センター） 
    

  
     

 
 

    
障害者福祉施設  障害者生活介護施設、障害者入浴施設       

     
 

 
    

その他福祉施設  地域福祉センター、社会福祉会館    
  

    
 

 

児童福祉施設 
    

児童館等 
  
児童館、児童クラブ室、交通児童遊園、児童発達支援施設   

 
    

 
 

保育園 
    

保育園 
  
保育園   

 
    

 
 

観光施設 
    

観光施設 
  ふれあい交流館、ウォーキングセンター、御油松並木資料館、赤塚山公園（ぎょぎょ

ランド） 
  

 
    

 
 

公民館等 
    

地区市民館等 
  
コミュニティセンター国府市民館、地区市民館、文化センター     

    
 

 

公営住宅 
    

公営住宅 
  
公営住宅   

 
    

 
 

消防・防災施設 
    

消防施設 
  
消防署本署、分署、出張所、防災センター   

 
    

 
 

学校教育施設 
    

学校施設 
  
小学校、中学校   

 
    

 
 

生涯学習施設 
    

生涯学習施設 
  
中央図書館、生涯学習センター、豊川海軍工廠平和交流館、三河天平の里資料館   

 
    

 
 

体育施設 

（有人施設） 

    体育施設 

（有人施設） 

  総合体育館、武道館、一宮体育センター、農業者トレーニングセンター、御津体育

館、小坂井Ｂ＆Ｇ海洋センター、音羽運動公園（管理事務所） 
  

 

    
 

計 186施設 
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(２）縮減目標 

目標設定 

総合管理計画（2022年 3月改訂版）によると、公共建築物（保全計画対象施設）のトー

タルコスト（建替：建設後 80年、大規模改修：建設後 30年、修繕：建設後 10年、15年）

は、2065年（適正配置計画の第 1期を策定した 2015年の 50年後）までの将来 44年間で総

額 2,107 億円、年平均 47.9 億円/年となります。これを縮減するために、以下の改善項目

を実施することとしています。 

 

 

改善項目①：長寿命化・維持管理コストの見直し 

長寿命化（建替時期 80 年、大規模改修時期 30 年）及び維持管理コストの見直し

（事後保全から予防保全＊へ）により 44 年間トータルコストが 1,803 億円、年平均

41.0億円/年となり、約 15％縮減可能 

改善項目②：複合化・集約化・民間活力の導入 

施設・機能の複合化・集約化により 20％の面積縮減を見込むことにより、今後の

施設の更新コスト総額 1,442 億円、年平均 32.8 億円/年となる。また、建替時の仕

様見直し等による建替コストの抑制、補助金等の活用や民間活力の導入を推進する

ことで、さらに年平均 2億円/年縮減を目標とする。これにより、年平均 47.9億円/

年を 30.8億円/年に縮減可能 

改善項目③：さらに集約化・複合化＋施設の統廃合推進 

縮減面積を 30％とすることで、年平均 47.9億円/年を 26.7億円/年に縮減可能 

 

「縮減目標」 

2065年までの公共建築物（保全計画対象施設）の 

年平均トータルコストの縮減目標を 43％、 

縮減面積を 50年間で 30％と設定します。 
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３．公共施設適正配置計画基本方針 

適正配置計画の基本方針として、「豊川市公共施設の削減目標及び用途別における施設の

方向性」を踏まえ、第 1期に引き続き方針 1､2を掲げます。 

加えて、財政状況が厳しくなることが見込まれる中、更新・運営等を持続的に行うため、

方針 3として PPP/PFI＊等の手法を活用した民間活力の導入を掲げます。 

 

方針１：保有総量の縮減 

方針２：計画的な維持保全による長寿命化等 

方針３：PPP/PFI等の手法を活用した民間活力の導入による効率的・効果的な施設管理 

 

（１）方針１：保有総量の縮減 

一定の前提条件のもとでの今後の更新等費用の試算では、公共施設の更新等可能な割合

は、事業費ベースで約 40％となり、当初の計画目標 2065年（第 1期策定の 50年後）まで

の将来 40年間に耐用年数を迎える公共施設は、事業費ベースで約 6割の縮減が必要という

ことになり、画一的に公共施設の縮減を実施すれば、市民に対する行政サービスの提供に

大きな影響を与えることになります。 

また、現実的には、生産年齢人口の減少により市税収入の増加が見込めず、少子高齢化に

よる扶助費等の社会保障関係経費の増加等の要因により、財源確保の見通しは不透明です。

さらに、試算結果のとおり耐用年数を迎えた公共施設の全ての更新を実施することは不可

能です。このような状況を踏まえ、縮減目標の達成に向けた取組を適正配置計画の基本方

針に従って、今後さらに加速させていく必要があります。 

そのため、今後の人口推計や財政状況の予測や総合管理計画での公共施設の管理方針を

踏まえ、保有総量の縮減に向けて以下を実行することとします。 

 

・人口減少と少子高齢化の進行に対応するため、老朽化施設の統廃合等による保有総量の

縮減を行う。 

・現在、既に整備に向け計画的な取組が進められているものを除き、新規の公共施設の建

設事業はできる限り抑制する。 

・施設の更新時期には、施設の配置状況・利用実態等を踏まえ、必ず複合化、多機能化、

用途転用、統廃合等の可能性を検討する。 

・公共施設の約 48.6％を占める学校教育施設を地域ニーズに応じて複合化等有効活用す

る。 
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また、先述の取組を推進するための考え方として以下の 2点を掲げます。 

 

① 施設重視から機能優先への転換と多機能化・複合化の推進 

公共施設の適正配置にあたっては、「施設ありき」の考え方ではなく、施設の「機能」を

重視し、「機能」はできる限り維持しつつ「施設」は縮減していくという考え方を基本とし

て検討します。 

また、機能や利用圏域の重複する施設については、その稼働率や空きスペースの状況を

検証しつつ整理統合を含めて検討し、用途の異なる施設についても、機能面からの多機能

化・複合化を視野に、効率的な機能配置を検討し、先導的事業につなげます。 

すなわち、一つの施設が一つの機能を果たすという考え方を改め、多機能化・複合化を進

めることにより、延床面積の縮小を図ることを検討します。 

 

② 総量縮減に向けた優先順位の整理 

公共施設の総量縮減にあたっては、今後の高齢者人口の増加、児童生徒数の推移、生産年

齢人口の減少に伴う税収入の影響、さらには、中学校区別による施設バランス、行政需要や

市民ニーズの量と質の変化の動向を把握し、社会環境の変化に応じた公共施設再配置の優

先順位づけを行い、公共施設の保有総量の縮減を推進します。 

その際、既存の施設については、時代の変化によって当初の設置目的と現状とのかい離

が発生している場合や類似する施設においては、機能の見直し、廃止を推進します。 

 

（２）方針２：計画的な維持保全による長寿命化等 

中長期保全計画にあたっては、施設の適正配置にかかる方針、計画を踏まえ、適切な手法

による建物評価を行い、計画的な保全・建物の長寿命化を実行し、工事コスト、運営コスト

の最適化による財政負担の縮減と平準化を図ります。また、施設所管課が策定する個別施

設計画の方針に沿いながら、計画的な保全・建物の長寿命化に取り組みます。 
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（３）方針３：PPP/PFI 等の手法を活用した民間活力の導入による効率的・効果的な 

施設管理 

今後、財政状況が厳しくなることが見込まれる中、公共施設の維持管理・運営を持続的に

行うとともに、公共施設適正配置に関わる各種事業の更新・運営等を持続的に行うために

は、行政による対応だけでは限界があるため、民間活力の導入による効率的・効果的な施設

管理を検討・推進していきます。 

 

①  PPP/PFI等の手法を活用した民間活力の導入による施設の整備費・運営・ 

維持管理費の縮減  

本市ではこれまで、公共施設の整備について、市が直接整備し、完成後の運営についても

市が直営で行ってきましたが、近年、一部施設の運営については指定管理者制度＊等、民間

活力の導入を行っています。 

今後も、指定管理者制度の拡充等を図るとともに、施設更新にあたり施設を整備する際

には、PPP/PFI等の手法を活用した民間活力の導入の検証を図り、効果が見込まれる場合は、

公共施設の整備や運営、維持管理に民間資金・ノウハウ（経営、技術等）を積極的に取り入

れることでライフサイクルコストの縮減を図りながら質の高い市民サービスの提供に努め

ます。 

公共機能と民間機能を併設することで相乗効果が見込める施設については、これまでの

ように公共施設として単独で整備するだけではなく、民間活力を導入した施設の複合化を

推進していきます。 

 

② 新たな公共サービスの担い手への事業移管による市民サービスの向上 

市民ニーズがあり民間施設で代替機能を担えるものや、民間でサービス提供した方が効

率的なものについては、市民サービスを提供する上での官民の役割分担の検討を進め、民

間事業者等の新たな公共の担い手への事業移管を推進し、市民サービスの維持・向上に努

めます。 

  



第２章 公共施設適正配置の目標値、基本方針及び目指す将来像 

17 

現況のキーワードより 

『人口減少抑制（定住促進）』・『来訪者の増加（交流促進）』 

 

４．実現を目指す将来像 

少子高齢化への的確な対応に加え、人口減少の抑制や来訪者の増加を図るため、「定住」

や「交流」を促進する取組が重要となっております。 

この現況を強く意識し、今後の公共施設適正配置の取組によって実現を目指す将来像は

第 1期を引き継ぎ、『公共施設の新たな価値の創出“人が集い、市民交流を促す場を創造す

る”』と掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設適正配置により実現する将来像 

公共施設の新たな価値の創出 

“人が集い、市民交流を促す場を創造する” 
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第３章 これまでの取組実績及び評価と方向性 

１．これまでの取組実績 

適正配置計画の第 1 期（2015 年-2025 年）では、重点取組とモデルエリアを定め、取組

を実施しました。第 1 期の取組を振り返り、第 2 期（2025 年-2035 年）以降の方向性を定

めます。 

 

（１）適正配置計画対象施設の取組実績 

庁舎、地区市民館等、老人憩の家、公営住宅施設で面積縮減が進んでいます。今後縮減計 

画が予定されている施設もあり、施設類型によっては面積縮減の進捗が図られていないもの 

もありますが、適正配置計画対象施設の取組実績は、下表のとおりとなっています。 

 

   図表 適正配置計画対象施設の現状 

※延床面積や施設数の増加は、防災センター（防災施設）・児童クラブ室（児童福祉施設）の新設のほ

か、公民館から生涯学習施設への所管替え等、延床面積の精査等の変更による。 

※延床面積及び割合は小数点第二位を四捨五入した値を掲載している。  

施設類型 当初 2025 年 4 月 1 日時点 当初からの増減 

施設分類 施設用途 
施
設
数 

延床面積

（㎡） 

施
設
数 

延床面積 

(㎡) 

合計面積 

に対する 

面積割合 

施
設
数 

延床面積

（㎡） 

各類型の

当初面積

に対する

増減率 

庁舎 庁舎 5 26,640.9 5 23,367.5  5.1% 0 -3,273.4  -12.3% 

文化施設 文化施設 6 22,400.7 6 22,400.7  4.9% 0 0.0  0.0% 

保健・福祉 

施設 

保健施設 4 5,344.8 4 5,344.8  1.2% 0 0.0  0.0% 

高齢者福祉 

施設 
9 12,711.0 9 13,105.6  2.9% 0 394.6 3.1% 

障害者福祉 

施設 
4 1,302.3 2 497.1  0.1% -2 -805.2  -61.8% 

その他福祉 

施設 
3 3,792.9 3 3,624.7  0.8% 0 -168.2  -4.4% 

児童福祉施設 児童福祉施設 18 5,277.9 23 6,990.7  1.5% 5 1,712.8  32.5% 

保育園 保育園 25 20,657.8 21 19,497.3 4.4% -4 -1,160.5 -5.6% 

観光施設 観光施設 4 3,760.7 4 3,760.7  0.8% 0 0.0  0.0% 

公民館等 

公民館 4 3,250.1 0 0.0  0.0% -4 -3,250.1  -100.0% 

地区市民館等 31 14,064.0 27 12,713.4  2.8% -4 -1,350.6  -9.6% 

老人憩の家 10 1,498.9 0 0.0 0.0% -10 -1,498.9  -100.0% 

公営住宅施設 公営住宅施設 27 82,981.3 21 77,542.3  16.9% -6 -5,439.0  -6.6% 

消防・ 

防災施設 

消防施設 5 5,373.8 5 5,364.5 1.2% 0 -9.3  -0.2% 

防災施設 0 0.0  1 1,205.6  0.3% 1 1,205.6  100% 

学校教育施設 学校施設 36 222,820.9 36 222,493.0  48.6% 0 -327.9  -0.2% 

生涯学習施設 生涯学習施設 7 13,674.4 12 17,668.0  3.9% 5 3,993.6 29.2% 

体育施設 体育施設 7 21,697.9 7 20,259.7 4.7% 0 -1,438.2  -6.6% 

合計 205 467,250.3 186 455,835.6  100.0% -19 -11,414.7  -2.4% 
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（２）第１期における主な取組事例 

適正配置計画の第 1期における主な取組事例は、以下のとおりです。 

 

代表事業：コミュニティ施設と支所庁舎の再編…「こざかい葵風館」 

庁舎及び小坂井エリアの施設再編プロジェクトでは、リーディング事業として設定した、

エリア内の支所機能、生涯学習・コミュニティ機能、図書館機能、児童館機能を複合施設

「こざかい葵風館」に再編し、延床面積を 3,273.4㎡縮減しました。 

アンケートや住民ワークショップ＊を実施しながら整備を行い、再編後は再編前よりも利

用者が増加しました。 

 

 

 

図表 こざかい葵風館への再編による効果 

施設類型 
利用者数（人/年） 延床面積（㎡） 

延床面積あたり 

利用者数（人/年・㎡） 

2018 年度※ 2022 年度※ 増減率 再編前 再編後 増減率 2018 年度※ 2022 年度※ 増減率 

庁舎 31,886 25,315 -0.21 3,622 349.00 -0.90 8.80 72.54 7.24 

生涯学習施設 36,105 148,119 3.10 1,813 2,064.60 0.14 19.92 71.74 2.60 

児童館 32,645 34,392 0.05 850 688.40 -0.19 38.42 49.96 0.30 

合計 100,636 207,826 1.07 6,284.8  3,102.00  -0.51 16.01 67.00 3.18 

※2018 年度値：再編前（小坂井庁舎・生涯学習会館・こざかい児童館）の施設ごとの値 

2022 年度値：再編後施設（こざかい葵風館）における各施設類型に該当する箇所の値 

  

こざかい葵風館 

複合化 

小坂井庁舎 
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コミュニティ施設 

○老人憩の家（10施設、計 1,498.9㎡）については、地域住民との合意形成の上、コミ

ュニティ施設との複合化・地域への譲渡が完了しました。 

○生涯学習センター及び地区市民館は、それぞれ個別施設計画等に則して、長寿命化や

適正規模での建替・統合・再編を推進しています。 

・平尾地区市民館、古宿地区市民館：面積縮減を伴う建替 

・豊川東部地区市民館（新設）：三上地区市民館と麻生田地区市民館、睦美地区市

民館を統合・再編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校 

○一宮南部小学校では、長寿命化のための大規模改修にあわせ、児童数の推移を考慮し

て一部校舎を減築し、教室の再配置を行いました。  

減築 

長寿命化  改修後 

統合・再編 

三上地区市民館 麻生田地区市民館 睦美地区市民館

豊川東部地区市民館（新設）
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保育園 

○統合・民営化の取組を進めています。 

・音羽保育園（新設）：赤坂保育園と長坂保育園を統合 

・大木保育園（新設）：一宮西部保育園と大木保育園との統合・建替 

・こざかいこども園（新設）：民営化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営住宅 

○国が示す改訂指針を踏まえつつ、予防保全を重視した維持管理、修繕・改善を計画的か

つ効率的に進めました。また、ライフサイクルコストの観点から市営住宅（6施設、計

5,439.0㎡）を解体しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

赤坂保育園 長沢保育園

機能集約 

  

機能集約 

 

民営化 
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（３）現在実施している又は今後予定する主な取組例 

○上記の完了した取組のほか、現在以下のような取組を推進しています。 

取組内容 施設類型 内容（予定） 

機能集約 庁舎 本庁舎等整備事業 

複合化 庁舎 一宮地域交流会館（仮称）の建設及び既存施設の解体等 

解体 公営住宅 公営住宅解体（広石） 

民営化 保育園 牛久保保育園の民間事業者による建替 

無償貸与 児童福祉施設 あかね児童館の地元への無償貸与（用途廃止） 

建替(面積縮減)等 公民館等 
地区市民館（三蔵子、千両）の面積を縮減等した上での

建替 

統廃合 保健・福祉施設 総合保健センター（仮称）の建設及び既存施設の解体等 
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２．第１期の取組に対する評価 

（１）第 1 期での面積縮減の実績値と目標値 

第 1期の取組により、面積は 11,414.7㎡（計画当初面積に対して約 2.4％）縮減されま

した。2065年までに残り 128,760.4㎡(約 27.6％)縮減する必要があります。 

 

図表 面積縮減の実績値と目標値 
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（２）豊川市及び他自治体との公共施設の状況 

豊川市と人口が近い自治体（人口±10,000 人:15 自治体）の公共施設の状況は下表のと

おりです。 

1人あたりの公共施設延床面積では、公共施設保有量は上位に分布している状況です。 

 
 

図表 豊川市と人口の近い自治体の施設保有量 

 

 

 

※備考 対象自治体 

     全国：人口が豊川市の±1 万人の自治体 15 自治体 

出典 

人口：令和 2 年国勢調査 

公共施設面積：公共施設状況調査（総務省） 2022 年時点  

※本計画の公共施設の延床面積とは一致しない。 

・対象とした施設は、当該調査の類型のうち、公営住宅等・児童福祉施設（保育所・母子生活支援施設）・

保護施設（授産施設・厚生施設）・幼稚園（幼稚園・こども園）・老人福祉施設（養護・特別養護・

軽費老人ホーム）・学校施設・その他施設（本庁舎・庁舎・出張所・職員公舎・児童館・隣保館・公

会堂・市民会館・公民館・図書館・博物館・体育施設（体育館・プール）・保健センター・青年の家・

自然の家・集会施設）・病院・診療所とし、インフラ系・プラント系・屋外施設（道路・公園・農業

施設・林業施設・廃棄物処理施設・上下水道等・陸上競技場・野球場）を除く。 

・プールは延床面積が公表されていないため、公表されている水面面積を採用した。 

・公営住宅、学校施設、病院・診療所については、当該調査にて延床面積は調査されていないことから、

各自治体における最新の総合管理計画等に掲載されている数値を採用した。 

 

  

自治体名 

◆：合併市 

公共施設の

延床面積 
人口 

1 人あたりの 

公共施設延床面積 

㎡ 人 ㎡/人 順位 

上越市 ◆ 750,001 188,047  3.99 1 

鳥取市 ◆ 733,247 188,465  3.89 2 

山口市 ◆ 563,031 193,966  2.90 3 

豊川市 ◆ 508,071 184,661  2.75 4 

甲府市 ◆ 504,052 189,591  2.66 5 

和泉市  487,703 184,495  2.64 6 

沼津市 ◆ 497,294 189,386  2.63 7 

岸和田市  468,879 190,658  2.46 8 

熊谷市 ◆ 465,951 194,415  2.40 9 

小田原市  444,290 188,856  2.35 10 

安城市  367,291 187,990  1.95 11 

宇治市  338,417 179,630  1.88 12 

習志野市  301,552 176,197  1.71 13 

立川市  313,037 183,581  1.71 14 

日野市  310,315 190,435  1.63 15 

2.75 

0.0
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３．モデルエリアと重点取組に基づく施設評価 

第 1期で定めた“5つの重点取組”を中心に 10年間の公共施設適正配置を実施していく

上で、施設用途等の枠を超えて、合意形成を得ながら横断的に進めていくためには、地域コ

ミュニティ＊単位での取組が有効です。このため第 1期計画では、公共施設適正配置による

将来像の実現に向け、およそ 10 年間における“5 つの重点取組”と“2 つの横断戦略”を

確実に実施していくために、エリア（中学校区および都市機能誘導区域）別に公共施設の多

面的な評価を行い、中学校区または都市機能誘導区域の評価結果が低い地域をモデルエリ

アとしました。 

 

今回は、第 1期計画にて選定したモデルエリアについて再評価を行います。 

また、“5 つの重点取組”の対象となる施設用途を「重点取組施設」として、事業化に向

けた課題を抽出し、各用途内での優先度を選定するための評価を行います。 

 

（１）評価の考え方 

① 「モデルエリア」評価の考え方 

第 1期計画にて選定したモデルエリアについて、以下の考え方に基づき評価します。 

◆「施設の老朽化・コスト」「施設利用率」「施設を取り巻く環境」「防災力」の 4つの視

点から、モデルエリア候補内の各施設について数値化し、それらを総合的に評価する

ことで、モデルエリアの現状を把握します。 

 

②「重点取組施設」評価の考え方 

◆重点取組に設定した「庁舎等施設」「コミュニティ施設」「学校教育施設」「文化施設、

保健施設」「体育施設（有人施設）」の各施設用途について「施設状況（劣化度、構造体

耐久性、老朽度、1 人あたり LCC）」「施設面積あたり利用者数」「職員 1 人あたりの施

設面積」「施設の近接性」「交通利便性」の観点で施設毎に施設評価を実施します。 

◆施設評価の結果、「庁舎等施設」「コミュニティ施設」「学校教育施設」「文化施設、保健

施設」「体育施設（有人施設）」の施設用途毎に重点的・優先的に適正配置に取り組むべ

き重点取組施設を抽出します。 
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＜豊川市の中学校区エリアと都市機能誘導区域＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

中学校区エリア 

都市機能誘導区域 

音羽中学校区 

一宮中学校区 

御津中学校区 

小坂井中学校区 

西部中学校区 

代田中学校区 
東部中学校区 

南部中学校区 

金屋中学校区 

中部中学校区 

音羽地区 

御津地区 

一宮地区 

国府地区 八幡地区 

小坂井地区 

中心拠点（豊川地区、 
中央通地区、諏訪地区） 
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（２）エリア評価 

① 評価の項目と方法 

第 1 期で定めたモデルエリアについて、各評価項目に基づき再評価します。公共施設の

機能として横断的なものであり、第 1 期に引き続き、下記の項目について、評価・数値化

を行い、項目毎に偏差値化し、その平均値により総合的な評価を行います。 

 

図表 モデルエリアの評価方法 

  

エリア評価の視点 
 

評価項目 
 

エ
リ
ア
の
総
合
評
価
（評
価
項
目
の
平
均
偏
差
値
） 

施設利用率  

 
偏差値化 ○施設がどれだけ利用さ

れているか 

⑤施設面積あたりの 

利用者数 

施設を取り巻く環境  

偏差値化 

⑥駅またはバス停からの

徒歩圏施設数 

○地域内の施設が利用し

やすい立地にあるか、ま

た、人口減少による施設

再編の必要性が高いか 

 

⑦人口増減 

 

⑨災害時行動困難性 

⑩避難所収容人数割合 

⑧延焼危険性 

偏差値化 

防災力 

 

 

 

 

 

○防災力の高い市街地と

なっているか 

○安全な避難所が十分に

確保されているか 

 

②劣化度 

③1人あたり施設面積 

施設の老朽化・コスト 

○地域内の施設の劣化度

等が高いか、また、地域

人口に対して過剰に供

給されていないか 

①老朽度 

④１人あたり LCC 

偏差値化 
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○各エリアの「庁舎等施設」「コミュニティ施設」「学校教育施設・保育園」「文化施設、

保健施設」及び「体育施設（有人施設）」の 5つの重点取組施設とともに、公営住宅等

の豊川市公共施設白書に基づく施設を評価します。 

 

図表 モデルエリア評価項目一覧 

  

評価項目 分析項目 

施
設
の
老
朽
化
・
コ
ス
ト 

①老朽度 
中長期保全計画【出典】 

○エリア内の施設の老朽度を残耐用年数から評価 

○エリア内の全施設の残耐用年数平均を偏差値化して評価 

○複数棟ある施設は、主な棟の残耐用年数の平均値とした 

②劣化度 
 

中長期保全計画・ 
過去の公共施設劣化調査
＊結果【出典】 

○施設評価シートによる建物劣化評価（～2022 年）をエリア毎に評価 

○エリア内の全施設の建物劣化評価の平均値を偏差値化して評価 

○複数棟ある施設は、主な棟の劣化度の平均値とした 

③1 人あたり施設面積 
総合管理計画【出典】 

○エリア毎の人口 1 人あたり公共施設の床面積で評価 

○エリア別公共施設面積の合計÷2025 年エリア人口を偏差値化して評価 

④1 人あたり LCC 
 
総合管理計画 
中長期保全計画 

【出典】 

○エリア毎の人口 1 人あたり公共施設の LCC を評価 

○エリア別 LCC ※合計÷2025 年エリア別人口を偏差値化して評価 

※LCC:建物の企画から廃棄までの生涯に至る過程（ライフサイクル）で必要な経費

の合計額をいう「LCC（Life Cycle Cost）」 

○複数棟ある施設は、全ての棟の LCC 合計値とした 

施
設
利
用
率 

⑤施設面積あたり利用者数 
 
内部データ  【出典】 

○2022 年 4 月時点の施設の面積（㎡）あたりの利用者数（数字が小さいほ

ど評価が低い）により、施設の利用ニーズを評価 

施
設
を
取
り
巻
く
環
境 

⑥駅またはバス停からの徒
歩圏施設数 
 
図上計測   【出典】 

○エリア毎に駅から 800ｍ以内またはバス停から 300ｍ以内の施設数を評価 

○エリア毎に駅から 800ｍ以内またはバス停から 300ｍ以内の施設数の割合

を算出し偏差値化して評価 

⑦人口増減 
 
総合管理計画【出典】 

○将来人口の増減率を評価 

○エリア別 2035 年人口÷エリア別 2025 年人口を偏差値化して評価 

防
災
力 

 
⑧延焼危険性 
 
豊川市密集市街地整備事業 

【出典】 

○豊川市密集市街地整備事業の調査（2014 年）で実施している延焼危険性

評価結果より、延焼危険性の高い街区面積の割合を評価 

○エリア別延焼危険面積（0.3％/㎡以上）÷エリア別市街化面積を算出し、

エリア毎に偏差値化して評価 

⑨災害時行動困難性 
 
豊川市密集市街地整備事業 

【出典】 

○豊川市密集市街地整備事業（2014 年）の調査で実施している災害時行動

困難性評価結果により、行動困難性の高い街区面積の割合を評価 

○エリア別行動困難面積（30％/棟以上）÷エリア別市街化面積を算出し、

エリア毎に偏差値化して評価 

⑩避難所収容人数割合 
 
豊川市地域防災計画 
総合管理計画【出典】 

○エリア毎の人口（2025 年）に対する指定避難所等（指定避難所と福祉避

難所）に位置付けられている施設の収容人数の割合を評価 

○エリア毎に指定避難所等における一時避難可能な収容人数の合計（市有

施設以外も含む）÷2025 年エリア別人口を算出しエリア毎に偏差値化し

て評価 

調査が未実施の施設について、 

・第 1 期計画から追加された施設は評価値を最高の 1 に設定 

・その他は同類型の他の施設の平均値を設定 
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②  モデルエリア評価結果 

モデルエリアの評価結果は以下のとおりです。 

 

図表 モデルエリア評価結果一覧（偏差値評価） 

評価 

項目 
施設の老朽化・コスト 

施設

利用 

率 

施設を取り巻く 

環境 
防災力 

総合

評価 

エリア 

・ 

地区 

老朽度 劣化度 

1 人 

あたり 

施設面積 

1 人 

あたり 

LCC 

（平均値） 

駅または

バス停か

らの徒歩

圏施設数 

人口

増減 
（平均値） 

延焼 

危険性 

災害時 

行動 

困難性 

避難所 

収容 

人数 

割合 

（平均値） （平均値） 

一
宮
エ
リ
ア 

現状 51.7 51.8  50.3  47.3  50.3  58.8  56.8  47.0  51.9  58.3  57.5  48.0  54.6  53.9  

前回 57.3  59.5  49.7  47.1  53.4  - 57.2  46.5 51.8  58.3  57.5  48.3  54.7   51.8  

比較 ↓ ↓ ↑ ↑ ↓  ↓ ↑ ↑ - - ↓ ↓ ↑ 

評価 ◆人口あたりの LCC がやや高い。 ○ ○ 
◆人口減少が
進行 

○ 
◆避難所の充足度がや
や低いものの、地域
の安全性は概ね良好 

○ ○ 

音
羽
エ
リ
ア 

現状 57.7 44.5  34.2 35.8  43.1 41.2 55.9  30.5  43.2  58.3  47.3  65.2  56.9  46.1   

前回 45.9  70.2  37.7  37.9  47.9  -  43.5  32.2 37.9  58.3  47.3  63.5  56.4  49.8  

比較 ↑ ↓ ↓ ↓ ↓  ↑ ↓ ↑ - - ↑ ↑ ↓ 

評価 
◆人口あたりの施設量が多く（過
剰供給）、LCC が高く、劣化も
進んでいる。 

△ △ 
◆人口減少が
進行 

△ 
◆市街地の防災力が低
いものの、地域の安
全性は概ね良好。 

○ △ 

御
津
エ
リ
ア 

現状 58.9 41.8 43.7  49.5  48.5  46.1 56.1  47.5  51.8  41.5  44.1  68.3  51.3  49.4   

前回 69.8  54.1  43.8  50.0  54.4  - 44.9  40.3 42.6  41.5  44.1  68.4  51.3  48.6  

比較 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓  ↑ ↑ ↑ - - ↓ ↓ ↑ 

評価 
◆人口あたりの施設量が多く（過
剰供給）、LCC が高く、劣化も
進んでいる。 

△ △ 
◆人口減少が
進行 

○ 
◆市街地の防災力が低
いものの、地域の安
全性は概ね良好 

○ △ 

小
坂
井
エ
リ
ア 

現状 64.1 72.2 62.7  60.7  64.9 57.5 55.0  41.8  48.4  27.0  47.3  43.3  39.2  52.5   

前回 40.4  44.4  61.8  60.5  51.8  - 41.8  47.1 44.5  27.0  47.3  43.0  39.1  43.4  

比較 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑  ↑ ↓ ↑ - - ↑ ↑ ↑ 

評価 ◆いずれの指標も良好 ○ ○ 
◆人口減少が
進行 

△ 
◆市街地の防災力、避
難所の充足度ともに
低い。 

▼ ○ 

諏
訪
地
区 

現状 39.7  38.5  52.1  51.8  45.5   68.3 53.8 54.6  54.2  59.3  53.8  46.5  53.2  55.3    

前回 44.9  44.6  52.2  51.8  48.4  - - 44.2 44.2  59.3  53.8  46.8  53.3  48.6  

比較 ↓ ↓ ↓ - ↓   ↑ ↑ - - ↓ ↓ ↑ 

評価 
◆人口あたりの施設量・LCC は平
均的だが、老朽度の低い施設が
多い。 

△ ○ 
◆人口減少率
は比較的低
い 

○ 
◆避難所の充足度がや
や低いものの、地域
の安全性は概ね良好 

○ ○ 

 

※比較：第 1 期計画(2020年 6 月改訂版)の偏差値からの変化（向上：↑ 変化なし：- 低下：↓） 

※赤字：偏差値 50 を下回る項目   ※○：偏差値 50 以上、△：偏差値 50 未満、▼：偏差値 40 未満 

※一宮～小坂井は中学校区ごとの評価結果より抜粋、諏訪地区は都市機能誘導区域ごとの結果より抜粋 
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＜モデルエリア評価まとめ＞ 

○一宮エリアは、施設利用率において本宮の湯、ウォーキングセンターなどの利用者数

の影響などにより、施設評価が偏差値 50 を上回っているものの、重点取組の対象施

設かつ誘導施設の生涯学習施設が都市機能誘導区域外に位置しており、また、1 人あ

たり LCCの偏差値が低いこと等から、複合化による一宮エリア全体での施設再編が適

当であると考えられるため、第 1期に引き続き取組が必要です。 

○音羽エリア・御津エリアでは第 1期計画(2020年 6 月改訂版)から引き続き総合評価が

50 を下回っており、特に、1 人あたり施設面積・LCC の偏差値が低いため、再編にあ

たっては、施設の集約化や複合化等への取組が必要です。 

○小坂井エリアは、第 1 期計画(2020 年 6 月改訂版)では偏差値 50 を下回っていたまし

たが、施設の老朽化・コスト、利用効率に係る評価が上昇し偏差値が 50以上になりま

した。P20 に示すこざかい葵風館への施設再編の取組による効果が表れていると考え

られます。 

〇諏訪地区は、施設利用率では利用者が多い施設であることから、総合評価は 50 を上

回っていますが、本庁舎などの老朽度および劣化度の進行により評価は低くなってい

ます。また、都市機能誘導区域の中心拠点でもあり、施設利用率も高いため、市全体

を対象とするサービスの提供を目的とした施設の再編を図るものとして、第 1期に引

き続き取組が必要です。 

 

図表 モデルエリアの評価結果の整理 

エリア名 
評価結果 

（前回） 

評価結果 

（現状） 

一宮エリア 〇 ○ 

音羽エリア △ △ 

御津エリア △ △ 

小坂井エリア △ ○ 

諏訪地区 
代田・南部・金屋 
各エリアの一部 

〇 ○ 

※○：偏差値 50以上、△：偏差値 50未満 
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（３）重点取組施設評価 

① 評価の項目と方法 

第 1期において、“5つの重点取組”として位置付けた、「庁舎等施設」「コミュニティ施

設」「学校教育施設」「文化施設、保健施設」「体育施設（有人施設）」の施設類型（施設用途）

ごとに施設評価を行い、今後、重点的に取り組んでいくべき施設を検討します。 

庁舎等施設、コミュニティ施設、学校教育施設、文化施設、保健施設、体育施設（有人施

設）のそれぞれの用途について、以下の視点で施設評価を行います。なお、施設毎の値を評

価項目毎に偏差値化し、その平均値を総合的な評価とします。 

 

図表 重点取組施設の評価方法 

 

 

 

 

 

  

施設の老朽化・コスト 

 
○施設がどれだけ傷んでいるか 

○施設をどれくらい使用できるか 

○施設がどれくらい古いか 

○施設の維持費がどれくらいか 

施設評価の視点 
 

評価項目 
 

 

 

 

 

 

 

①劣化度 

②構造体耐久性 

③老朽度 

④１人あたり LCC 

施設利用率 

（コミュニティ施設、学校教育施設、

文化施設・保健施設、体育施設） 

 

 

（庁舎等施設） 

 

施設の重複性（コミュニティ施設） 

 

 

偏差値化 

偏差値化 

偏差値化 

施設の利便性  

偏差値化 

施
設
の
総
合
評
価
（
評
価
項
目
の
平
均
偏
差
値
） 

○施設がどれだけ利用されているか 

○施設が効率的に利用されているか 

⑤施設面積あたり 

利用者数 

⑥職員１人あたりの施設

面積

○同種施設が重複していないか ⑦施設の近接性 

○施設が利用しやすい立地にあるか ⑧交通利便性 
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図表 施設評価項目一覧 

評価項目 分析項目 
評価対象※ 

庁 コ 学 文 体 

施
設
の
老
朽
化
・
コ
ス
ト 

①劣化度 
 
過去の公共施設
劣化調査結果 

【出典】 

○2022 年度以前に実施した簡易劣化診断調査結果の劣化度（各施設

の棟あたりの劣化の箇所数[箇所/棟]）により、施設の劣化状況を

評価 

○庁舎等施設、コミュニティ施設、学校教育施設、文化施設、保健施

設、体育施設（有人施設）のそれぞれについて、施設毎の劣化度を

偏差値化して評価 
○ ○ ○ ○ ○ 

②構造体耐久性 
 
過去の構造体耐
久性調査の棟別
結果（評価Ⅰ～
Ⅲ） 

【出典】 

○2021 年度以前に実施した構造体耐久性調査における 1～3 の評価

（数字が大きいほど評価が低い）により、施設の耐久性を評価 

○庁舎等施設、コミュニティ施設、学校教育施設、文化施設、保健施

設、体育施設（有人施設）のうち、構造体耐久性調査を行った施設

について、施設毎の耐久性の評価結果を偏差値化して評価 

○学校は棟別のため学校単位で平均値化 

○ ○ ○ ○ ○ 

③老朽度 
 
内部データ 

【出典】 

○2025 年 4 月時点の施設毎の残耐用年数に応じて施設の老朽度（築

年数が大きいほど評価が低い）を評価 

○庁舎等施設、コミュニティ施設、学校教育施設、文化施設、保健施

設、体育施設（有人施設）のそれぞれについて、施設毎の老朽度を

偏差値化して評価 

○ ○ ○ ○ ○ 

④1 人あたり 
LCC 

 
中長期保全計画 

・内部データ 
【出典】 

○施設毎の 1 人あたり公共施設の LCC を評価 

○施設別 LCC 合計÷施設別利用者数合計を偏差値化して評価 

○複数棟ある施設は、全ての棟の LCC 合計値の施設の値とした ○ ○ ○ ○ ○ 

施
設
利
用
率 

⑤施設面積あた
り利用者数 

 
内部データ 

【出典】 

○2025 年 4 月時点の施設の㎡あたりの利用者数（数字が小さいほど

評価が低い）により、施設の利用ニーズを評価 

○コミュニティ施設、学校教育施設、文化施設、保健施設、体育施設

（有人施設）のそれぞれについて、施設毎の利用者数（学校につい

ては生徒数）を偏差値化して評価 

－ ○ ○ ○ ○ 

⑥職員 1 人あた
りの施設面積 

 
内部データ 

【出典】 

○庁舎等施設については 1 人あたりの施設面積（数字が大きいほど余

剰面積が大きく評価が低い）により、施設利用の効率性を評価 

○施設毎に、職員 1 人あたりの施設面積を偏差値化して評価 

○各庁舎等の職員数と施設延床面積により算定 

○ － － － － 

施
設
の
重
要
性 

⑦施設の近接性 
 
図上計測 

【出典】 

○コミュニティ施設については、施設の近接性（当該施設から最も近

い同種施設（中分類）までの距離（数字が小さいほど評価が低い）

により、施設の機能的な重複性を評価 

○コミュニティ施設の施設毎の直近の同種施設への距離を偏差値化

して評価 

－ ○ － － － 

施
設
の
利
便
性 

⑧交通利便性 
 
図上計測 

【出典】 
 
 

○各施設から最寄りの鉄道駅までの距離（数字が大きいほど評価が低

い）により、交通利便性を評価 

○鉄道駅からの距離（100ｍ毎）を偏差値化して評価。駅から 1,000ｍ

以上離れた施設については、駅からの距離を 1,100ｍとして評価 
○ ○ ○ ○ ○ 

※庁：庁舎等施設、コ：コミュニティ施設、学：学校教育施設、文：文化施設、保健施設、体：体育施設  

調査が未実施の施設について、 

・第 1 期計画から追加された施設は評価値を最高の 1 に設定 

・その他は同類型の他の施設の平均値を設定 

調査が未実施の施設について、劣化度と同様に設定 
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➁ 重点取組施設の評価結果 

＜庁舎等施設＞ 

○センター施設である豊川市役所（本庁舎等）は、職員 1人あたりの施設面積において、

評価が高くなっていますが、これは事務スペースが狭く、適正な窓口、待合、相談スペ

ースなどを確保できないなど、来庁者の利便性が損なわれていることなどの課題を抱

えています。加えて、劣化度、構造体耐久性、老朽度での評価が低くなっています。 

○御津庁舎は、職員 1 人あたりの施設面積の評価は低いですが、余剰スペースの貸付に

よる有効活用を図っています。 

図表 庁舎等施設評価結果グラフ 
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庁舎施設 施設評価結果

※「施設評価結果」は各評価項目の評価値の偏差値の平均 

その他のグラフは各評価項目の評価値の偏差値 

※偏差値：偏差値は 50 を基準として、平均からどれくらい

の差があるかを表した数値（単位なし） 

※グラフ中、評価が低いもの（50 未満）を赤色で表記 

※【劣化度】・【構造体耐久性】における調査未実施施設 

・第 1期計画(2020年 6月改訂版)策定以降に追加された

施設は評価値を最高の 1 に設定（斜線ハッチング） 

・その他は同類型の他の施設の平均値を設定（白抜） 

あ 
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＜コミュニティ施設＞ 

○コミュニティ施設全体で比較すると地区市民館の施設評価結果（各評価項目の偏差値

平均）が 50未満と低くなっています。 

地区市民館については、多数の中学校区にあり、施設数も多いことからも、今後 10年

間に重点的に取り組むべき施設であると考えられます。 

○中学校区別に見ると、御津中学校区、金屋中学校区、中部中学校区、東部中学校区、代

田中学校区の施設評価結果が 50未満と低くなっています。 

○施設の小分類で見るとそれぞれ以下の施設評価結果が低く（50未満）、施設の適正配置

を検討する際に、重点的な取組を要すると考えられます。 

 

図表 施設評価結果 50未満のコミュニティ施設一覧 

施設小分類 施設名 

地域福祉センター 東部地域福祉センター 

児童館等 

ひろいし児童館、あかね児童館、児童発達支援施設（ひまわり

園）、さくらぎ児童館、さんぞうご児童館、いちのみや児童館、 

はちなん児童館 

児童クラブ室 御津南部児童クラブ室 

地区市民館等 

西方地区市民館、桜木地区市民館、御馬地区市民館、広石地区市

民館、金屋南地区市民館、コミュニティセンター国府市民館、豊

地区市民館、下郷地区市民館、代田地区市民館、下長山地区市民

館、三蔵子地区市民館、市田地区市民館、小坂井文化センター

（隣保館）、萩地区市民館、赤坂台地区市民館、桜町地区市民

館、諏訪地区市民館、中条地区市民館、金屋地区市民館、千両地

区市民館 

生涯学習センター 
八南生涯学習センター、音羽生涯学習センター、一宮生涯学習セ

ンター、御津生涯学習センター 
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図表 コミュニティ施設評価結果グラフ 
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＜学校教育施設＞ 

○改築・改修の行政決定には、施設ハード面の評価が重要です。劣化度、老朽度（築年数）

の評価はほとんどの学校で低下しています。また、「劣化度」では、赤坂小学校、中部

中学校、小坂井中学校等が、「老朽度（築年数）」では、小坂井中学校、一宮東部小学校、

天王小学校等の評価が低いものとなっており、小坂井中学校では取組が進められてい

ますが、保全方法や改築等の工程を検証していく必要があります。 

○施設評価結果（全体）では、校区内人口が比較的少ないことに加え、施設の老朽度等か

ら、萩小学校、千両小学校、一宮南部小学校、御津北部小学校等、御津南部小学校の評

価が低くなっています。また、中学校区別では、御津中学校区、音羽中学校区、中部中

学校区の順に低いものとなっています。 

 

図表 学校教育施設評価結果グラフ 

 

 

＜保育園＞ 

○中学校別にみて、東部中学校区、一宮中学校区、音羽中学校区、南部中学校区の評価結

果（各評価項目の偏差値平均）が 50未満と低くなっています。 

 

図表 保育園評価結果グラフ 
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＜文化施設＞ 

○文化会館は最も低い施設評価結果となっています。 

○旧町の文化施設では施設評価結果（各評価項目の偏差値平均）が 50未満となっている

は御津文化会館であり、今後 10年間に重点的に取り組むべき施設であると考えられま

す。 

 

図表 文化施設評価結果グラフ 

 
 

＜保健施設＞ 

○保健センター、音羽福祉保健センターの施設評価結果（各評価項目の偏差値平均）が

50未満となっています。 

 

図表 保健施設評価結果グラフ 
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＜体育施設（有人施設）＞ 

○一宮エリアにある一宮体育センターと農業者トレーニングセンター、御津体育館の設

評価結果（各評価項目の偏差値平均）が 50未満と低く、第 1期に引き続き取組が必要

です。 

 

図表 体育（有人）施設評価結果グラフ 

 

 

 

４．第１期の取組実績と評価を踏まえた第２期以降の方向性 

モデルエリア及び重点取組を設定した取組は、1.（1）適正配置計画対象施設の取組

実績の表(P19)に示すように、一定の成果を上げていますが、2.（1）第 1 期での面積

縮減の実績値と目標値のグラフ(P24)に示すように、縮減目標を達成するためには、

2065年までに残り 128,760.4㎡(約 27.6％)縮減する必要があり、第 2期以降は、第 1

期の重点取組、リーディング事業について、3．（2）②モデルエリア評価結果(P30)、

（3）②重点取組施設の評価結果(P34～39)より、集約化・複合化等による再編をより

進めるものとして、第 1期に引き続き取組を推進する必要があります。 
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第２段階 第３段階 第４段階 ……… 第８段階 

第４章 公共施設適正配置計画での取組 

１．計画の期間と“6つの重点取組 2つの横断戦略”の考え方 

（１）基本的な考え方 

適正配置計画は、長期的な公共施設縮減目標の達成及び、将来像「公共施設の新たな価値

の創出“人が集い、市民交流を促す場を創造する”」の実現に向けた公共施設適正配置の実

施プランに位置付けるもので、第 1 期の取組状況を踏まえ、引き続き 2025 年度から 2035

年度までの 10年間における取組を定めます。 

適正配置計画での取組については、2025 年度から 10 年間での重点度が高いものを「重

点取組」とします。 

 

【計画期間の考え方】 

     

2013～2015 年 2015～2025 年 2025～2035 年 ……… 2065～2075 年 

適正配置計画 

中長期保全計画 

総合管理計画 

適正配置 

事業 

【第１期】 

適正配置 

事業 

【第 2 期】 

適正配置 

事業 

適正配置 

事業 

 

重点的な取組を定めるにあたっては、「老朽化した施設が多い」「ニーズに対して施設数

が多い」「余剰スペースが認められる」等、公共施設総量の縮減に向けて重点的に取り組む

べき施設について、主に施設用途ごとに選定します。 

 

重点取組 

●今後 10年から 15年の内に建替または大規模修繕を迎える施設の割合が高い施設用途。 

●幅広く市民に利用されている公共性の高い施設。（本庁舎等） 

●新文化会館、豊川市総合保健センター（仮称）の整備計画の推進。 

 

 

 

公共施設適正配置基本方針に基づいて、施設用途別に優先度を判定し、「重点取組」を選定 

・「施設重視から機能優先への転換と多機能化・複合化の推進」（公共施設の約 48.6%（総

合管理計画（2022年 3月改訂版）時点）)を占める学校教育施設を地域ニーズに応じて

複合化等有効活用する等）「総量縮減に向けた優先順位の整理」等 

  

10 年間の重点取組と横断戦略 

第２段階 第３段階 第４段階 第８段階 ……… 
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（２）「重点的な取組」の見直しにあたっての考え方 

第 2期では、第 1期において施設用途ごとに設定した重点的な取組を継続するとともに、

施設用途・所管を横断した機能集約等を推進し、一層の面積縮減に取り組みます。 

 

 

 

 

 

（３）リーディング事業の考え方 

公共施設の適正配置に向け、優先的な取組を実施していく重点取組を通じて全市的な対

策を進めていくとともに、地域単位で重点取組にかかる施設を中心とした公共施設再編を

進めていく上で、第 1 期での取組状況を踏まえ、全市的に取り組む重点取組や、重点度が

高いエリア・地区（モデルエリア）での取組をリーディング事業に位置付けます。 

 

（４）横断戦略の考え方 

各重点取組を推進するための横断的な戦略を横断戦略とし、以下の考え方で設定します。 

横断戦略 

公共施設適正配置を進めるためには、市民の間に公共施設の現状及び共通理解が必要です。

また、公共施設適正化の事業の推進は、市民や民間事業者との連携が必要です。横断戦略

についてはこの視点を重視し設定します。 

 

 

 

●「施設類型を横断した施設間の機能集約や複合化等による公共施設の総量縮減の推進」

を重点取組として追加する。 
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公共施設の新たな価値の創出 

“人が集い、市民交流を促す場を創造する” 
将来像 

1.本庁舎等整備による行政機能集約と複合化・用途転用等の実施 
●新本庁舎等への機能集約を実施 
●支所庁舎は、余剰スペースの活用、複合化、用途転用、

廃止を推進 

2.機能重複するコミュニティの施設の集約・複合化等の実施 

●同一中学校区内のコミュニティ施設は機能統合による

集約化の推進 

●既存施設への集約化、複合化を推進 

●稼働率が低く利用者が限定される施設は、他施設等への

機能集約・複合化等を推進 

3.人口減少に伴う学校教育施設等の多機能化の推進と総量縮減、保育園の統廃合と民営化の推進 
●児童・生徒数の減少により将来想定される余剰スペースに

ついては、複合化や多機能スペースとしての活用を原則 

●学校の統廃合については、年少人口の減少を踏まえた施

設面積の縮減や再編を推進 

●保育園については、保育ニーズを踏まえた、施設の統廃

合・民営化を推進 

重
点
取
組 

4.更新期を迎える文化施設の機能集約と統廃合の推進、保健施設の集約化の実施 
●文化施設については、機能集約、複合化、用途転用や

PPP/PFI 等の手法を活用した民間活力の導入の検討等

により公共施設の総量縮減を推進 

●「豊川市総合保健センター（仮称）」整備事業による機能

集約と既存施設との複合化、統廃合、用途転用等を推進 

5.機能重複する体育施設（有人施設）の集約と多機能化の推進 
●近隣学校体育館との連携強化を図り、多面的な利用及び

一般開放サービスの拡充等の検討と施設の集約化を推進 

1.見える化・見せる化による問題意識の共有 2.市民・民間事業者との連携による効率的・効果的な施設管理 

横断戦略 

リーディング事業 ① 

行政機能の集約化・再編による面積縮減

と行政機能の強化 

リーディング事業 ② 

住民ニーズにあったコミュニティ施設複

合拠点の形成 

リーディング事業 ③ 

小中学校の地域開放・多機能化による

学校を中心とした地域の拠点づくり、

保育園の統廃合と民営化の推進 

リーディング事業 ④ 

文化施設、保健施設の集約化による市

民サービスの充実 

リーディング事業 ⑤ 

体育施設（有人施設）のあり方の検討

と施設の再編による複合拠点の形成 

重点度が高いモデルエリアで取り組むリーディング事業 

リーディング事業⑥ 音羽エリアの施設再編プロジェクト 

リーディング事業⑦ 御津エリアの施設再編プロジェクト 

リーディング事業⑧ 一宮エリアの施設再編プロジェクト 

リーディング事業⑨ 諏訪地区の施設再編プロジェクト 

小坂井エリアの施設再編プロジェクト（完了） 

選定の視点 
・施設の老朽化の点で課題が多い 
・複合化・多機能化を通じて、重点取組施設を中心

にした適正配置を進められる 
・中学校区、都市機能誘導区域双方の評価結果にお

いて、適正配置の見直しの必要性が高い 

・第 1 期から継続した取組が必要なエリア（地区） 

6.施設類型を横断した施設間の機能集約や複合化等による公共施設の総量縮減の推進 
●利用圏域や利用者等が重複する施設の機能集約等を推進 

重点取組・リーディング事業の考え方 
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２．重点取組とリーディング事業  

2025年度からの 10年間に重点的に取り組む“6つの取組”について、適正配置に向けた

個別方針とリーディング事業を以下に示します。 

 

重点取組１：本庁舎等整備による行政機能集約と複合化・用途転用等の実施 

対象施設：本庁舎等（本庁舎・北庁舎・分庁舎）、一宮庁舎、音羽庁舎、御津庁舎 

 

【課題】 

○本庁舎等整備事業の着実な事業推進が必要です。 

○一宮地区公共施設再編整備事業の着実な事業推進が必要です。 

○音羽庁舎は、本庁舎等整備事業に伴う教育委員会の移転後の余剰スペースの活用につ

いて、他施設の機能との複合化や施設の用途転用等を検討する必要があります。 

○御津庁舎については、現在国機関等の貸付需要があるものの、将来においては余剰ス

ペースを抱えることが懸念されます。このため、周辺施設との複合化・多機能化を通じ

た適正配置と交流機能等の向上による拠点形成を検討する必要があります。 

 

重点取組 1 を進めるにあたっての個別方針を以下のとおり定めます。 
 

方針１：新本庁舎等への機能集約を実施 

〇分散している行政機能（支所機能を除く）を新本庁舎等（新本庁舎・北庁舎・新分庁舎）

の整備に伴って集約します。 

 

方針２：支所庁舎は、余剰スペースの活用、複合化、用途転用、廃止を推進 

〇支所庁舎に必要な支所機能以外の余剰スペースについては、複合化や用途転用を推進

するとともに、コスト縮減に寄与する貸付需要等の利活用に積極的に対応します。 

〇複合化や用途転用の方針が決定するまでは、施設の機能を損なわない最小限の範囲で

修繕等を実施し、将来的な活用を見いだせない支所庁舎については、廃止します。 
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リーディング事業① 

「行政機能の集約化・再編による面積縮減と行政機能の強化」 

【プロジェクトの考え方】 

1.豊川市本庁舎等整備基本計画に基づき、着実に事業を実施する。 

〇将来の行政サービスのあり方、職員数の変動等や公共施設マネジメントを考慮し、

新しい庁舎に導入する機能・規模等条件を定め、本庁舎等の整備を実施します。 

〇支所庁舎に分散配置されている上下水道部、教育委員会等は、本庁舎等整備に伴い

機能集約を実施します。 

2.支所庁舎は、支所機能のあり方を踏まえ、他の機能との複合化や施設全体の転用、廃止

等の再編を推進する。 

○支所庁舎は、支所機能を継続するものの、本庁舎等への機能集約や、一時的な貸付

事業が終了すれば大きな余剰床を抱えるため、余剰スペースを活用した他施設の機

能との複合化や施設の用途転用等を図り、将来的な活用を見いだせない支所庁舎に

ついては廃止を推進します。 

3.防災施設と庁舎の役割の明確化と防災機能の強化を図る。 

○豊川市消防署本署庁舎整備事業による消防活動拠点の強化とともに豊川市本庁舎

等整備基本計画に基づき整備を進める中で、防災センター間の連携強化を図り、市

全体の防災の向上を図ります。 

 

■「行政機能の集約化・再編による面積縮減と行政機能の強化」施設再編イメージ図 

コミュニティネットワーク構想 

    

防災センター 
 

消防署本署 本庁舎・北庁舎・分庁舎 

連携 連携 

機能 
集約 

音羽エリア 一宮エリア 御津エリア 

機能 
集約 

支
所
庁
舎 

※将来的な活用が見いだせない 

支所庁舎については廃止 

複合化 

用途転用 

貸付 

 

複合化 

用途転用 
複合化 

用途転用 
②貸付 
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■施設毎の方向性 

個別方針を踏まえ、各施設における 2025 年度からの 10 年間の適正配置に向けた取組の

方向性を以下のとおり整理します。 

図表 施設毎の方向性 

施設 方向性 

本庁舎等 
（本庁舎・北庁舎・分庁舎） 

・支所庁舎等に分散されている上下水道部、教育委員会等は、本庁舎等整

備に伴い機能集約を実施します。 

・防災センター・消防署本署との連携強化を図り、市全体の防災力向上を

図ります。 

一宮庁舎 

・一宮庁舎は、「一宮地域交流会館（仮称）」整備事業による複合化と既存

庁舎の廃止を実施します。 

・分散している組織（上下水道部）は新本庁舎等へ集約します。 

音羽庁舎 

・分散している組織（教育委員会）は新本庁舎等へ集約します。 

・教育委員会移転後は、余剰スペースの発生が見込まれるため、他施設の

機能との複合化や用途転用等を推進します。 

御津庁舎 

・御津庁舎は、余剰スペースの貸付需要が見込まれる間は積極的な利活用

を実施します。 

・一時的な貸付事業が終了すれば大きな余剰床を抱えるため、貸付需要の

終了後に向け、庁舎利活用を踏まえながら複合化等を検討し、コミュニ

ティ拠点整備を推進します。 

 

■行政機能の集約化・再配置による効果 

○本庁舎等はセンター機能の強化、支所庁舎は機能集約や再配置等を図ることにより、本市

全体の行政機能が強化されます。 

○本庁舎・北庁舎は、災害対策本部としての機能を担う防災センターや消防署本署との連携

を図る一方、支所機能とコミュニティ機能の複合化により、災害時の対応拠点としての活

用ができるとともに、地域の災害時対応能力の向上にもつながります。 

○施設の統合等による適正配置が進むことで、維持管理費用の縮減が図られます。 
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■ロードマップ 

事業 
第 1期 第 2期 第 3期以降 

当初 10年間 1～5年目 6～10年目 11年目以降 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政機能の
集約化・再
編による面
積縮減と行
政機能の強
化 

 

    

    

 

 

 

 

 

  

第 1 期計画
（継続） 

適正配置計画の改訂に伴う修正等 

凡例 

・老朽度等詳細調査 
・具体的な検討検証 
・合意形成 

再編整備 

具体的な再編計画の検討・検証 

一宮地区公共施設 

再編整備事業 

豊川市本庁舎等 

整備事業 

老朽度
等詳細 
調査 

短期計
画に基
づく再
編整備 

合意形成 

・老朽度等詳細調査 

・具体的な検討検証 

・合意形成 

各種個別 
施設計画 
の改訂 

小坂井地

区公共施

設再編整

備事業 

・老朽度等

詳細調査 

・具体的な

検討検証 

・合意形成 

老朽度等調査 
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重点取組２：機能重複するコミュニティ施設の集約・複合化等の実施 

主な対象施設：生涯学習センター、地区市民館等集会施設、児童館等の児童福祉施設、

地域福祉センター 

 

【課題】 

○地域の活動に密着した施設であるため、交流拠点としての機能のあり方について検証

し、十分な合意形成を図った上での事業実施が必要です。 

○同一の施設類型ごとの再編だけでなく、コミュニティネットワーク構想による施設再

編をはじめとした施設用途を超えた機能集約の推進が必要です。 

 

重点取組 2を進めるにあたっての個別方針を以下のとおり定めます。 

ֿʝʴἶ ӢК ֻ ӓ  

〇諸室の機能面での重複については、所管等の設置・管理上の枠組みを超えて、機能集約

を図り施設の再編を推進します。 

〇機能集約は、それぞれの施設の諸室単位の稼働率等を勘案して、住民の利用機会の維

持を図りながら行います。 

 

Ἥ ӓ ֻӓ  

〇機能集約に当たっては、所管等の設置・管理上の枠組みを超えて、将来想定される小中

学校の余剰スペースや、支所庁舎の余剰スペースの活用等、既存施設の有効活用を推

進します。 

〇面積縮減率や費用対効果を検証し、既存施設利用よりも効果的である場合は、新規施

設による再編を検討します。 

〇施設の更新期に併せた周辺施設との機能集約や複合化を検討します。 

 

ϐ ̭ ѫ ὑ ̀ ֻ

ӓ  

〇単一用途のみで面積縮減の推進が難しい施設は、更新時期や利用状況（利用圏域、利

用者層、稼働率等）を踏まえ、周辺施設との機能集約、複合化及び統廃合を推進しま

す。 

〇地域福祉センターについては、利用はあるものの提供されているサービスや施設機

能は専用施設でなくても提供可能なため、他施設等との複合化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 































































































































http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%9A%E8%A8%88%E6%9C%9F%E9%96%93




http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%A5%AD%E5%8B%99%E7%94%A8%E4%B8%8D%E5%8B%95%E7%94%A3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%8C%E5%96%B6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD





